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周辺財産を無償で使用させる場合等の取扱いについて（通達）

標記について、別紙のとおり定められたので通達する。

なお、周辺財産の無償使用許可等の取扱いについて（施本第３９号（ＣＦ

Ａ）。平成１５年１月１７日）は、廃止する。

添付書類：別紙



別紙

周辺財産を無償で使用させる場合等の取扱いについて

防衛施設の周辺に所在する防衛省所管の行政財産であって、自衛隊等の航

空機の離陸、着陸等の頻繁な実施による音響等に起因する障害の発生を防止

等するための緑地帯その他の緩衝地帯として管理している土地（以下単に

「周辺財産」という。）を地方公共団体等に無償で使用させる場合等の取扱

いについては、次のとおりとする。

１ 地方公共団体等に無償で使用させる場合の取扱い

⑴ 地方防衛局長及び地方防衛支局長（長崎防衛支局長を除く。以下「地

方防衛局長等」という。）は、地方公共団体等に周辺財産を無償で使用

させる場合には、次に掲げる全ての要件を満たすことを確認した上で、

国有財産法（昭和２３年法律第７３号）第１８条第７項の規定、同法第

１９条において準用する同法第２２条の規定及び防衛施設周辺の生活環

境の整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１号。以下「環境整備

法」という。）第７条の規定により行うものとする。

ア 防衛施設の運用に支障が生ずるおそれがないこと。

イ 周辺財産の管理及び地元住民対策の観点から有効であること。

ウ 緩衝地帯としての周辺財産の目的を妨げるおそれがないこと。

⑵ 国有財産法第１９条において準用する同法第２２条の規定により周辺

財産を無償使用させる場合においては、同条第１項第２号に掲げる場合

を含まないものとする。

⑶ 環境整備法第７条の規定により周辺財産を無償使用させる場合におい

ては、付表の左欄に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲

げる施設が整備される場合に限るものとする。

２ 他の各省各庁に使用させる場合の取扱い

地方防衛局長等は、他の各省各庁に周辺財産を使用させる場合には、次

に掲げる全ての要件を満たすことを確認した上で、国有財産法第１４条第

６号の規定により行うものとする。

⑴ 防衛施設の運用に支障が生ずるおそれがないこと。

⑵ 緩衝地帯としての周辺財産の目的を妨げるおそれがないこと。



３ 譲与の申出があった場合の取扱い

地方防衛局長等は、地方公共団体等に周辺財産を譲与してはならない。

ただし、地方公共団体等から国有財産法その他の法令の規定による周辺財

産の譲与を求める旨の申出があった場合において、当該申出に係る周辺財

産の使用の態様が将来にわたり変化することがなく、かつ、防衛施設の運

用に支障が生ずるおそれがないと認められるときは、この限りでない。



付表

施設の区分 整備される施設

広 場 ⑴ 運動広場、児童の遊び場等（都市計画法（昭和４３年法律第１００

号）、土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）その他の法令の

規定により設置する公園、緑地等公共空地を除く。）

⑵ ⑴に掲げる施設に附帯する建物又は工作物

花 壇 ⑴ 草花（低木の花木を含む。）を植えるための施設

⑵ ⑴に掲げる施設に附帯する建物又は工作物

種苗を育成す ⑴ 公園、広場、緑地、花壇等の用に供する樹木、竹、草花等の種苗を

るための施設 育成するための施設

⑵ 街路樹等の公共事業の用に供する樹木、竹、草花等の種苗を育成す

るための施設

⑶ 市民農園整備促進法（平成２年法律第４４号）第２条第２項第１号

に規定する農地

⑷ 公立学校の教育実習農場のための施設

⑸ 育種、農薬、肥料等の試験研究用ほ場

⑹ 草地造成、改良のための研究用ほ場

⑺ 公園、広場等の池に放流する金魚、鯉等の幼魚の養殖のための施設

⑻ ドジョウ、ウナギ、タニシ等の水産動植物の養殖施設又はこれらの

種苗育成のための池若しくはふ化場

⑼ ⑴から⑻までに掲げる施設に附帯する建物又は工作物

駐 車 場 ⑴ 公用又は公共用の駐車場

⑵ ⑴に掲げる施設に附帯する建物又は工作物

消防その他の ⑴ 貯水池、貯水槽、消火栓その他の水利施設

防災に関する ⑵ 消防車庫、消防資材置場

施設 ⑶ 火災警報施設

⑷ 一時避難場所（帰宅困難者一時収容施設を含む。）

⑸ 応急復旧等活動拠点

⑹ 防災用備蓄倉庫

⑺ 救援物資集積所

⑻ 緊急時食料配給施設

⑼ 自家発電施設

⑽ 消防その他の防災に関する教育訓練場等

⑾ ⑴から⑽までに掲げる施設に附帯する建物又は工作物

公共用施設の ⑴ 地方公共団体が行う事務（原則として公営企業が行う事業に係るも

建設に必要な のを除く。ただし、水道事業、下水道事業及びと畜事業はこの限りで

資材又は機械 ない。）を処理するために必要な資材、機械、器具等の保管のための

を保管するた 施設

めの施設 ⑵ ⑴に掲げる施設に附帯する建物又は工作物


